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   第 ７ 回  熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 

令和３年２月25日(木曜日) 

            午前９時58分開議 

            午前11時３分休憩 

            午前11時６分開議 

            午後０時３分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 令和２年度熊本県一般会計補

正予算(第18号) 

 議案第８号 令和２年度熊本県林業改善資

金特別会計補正予算(第１号） 

 議案第９号 令和２年度熊本県沿岸漁業改

善資金特別会計補正予算(第１号） 

 議案第26号 令和２年度農林水産関係の建

設事業の経費に対する市町負担金(地方

財政法関係)について 

 議案第28号 工事請負契約の締結について 

 議案第29号 工事請負契約の締結について 

 議案第30号 工事請負契約の変更について 

 議案第31号 工事請負契約の変更について 

 報告第４号 一般社団法人熊本県果実生産

出荷安定基金協会の経営状況を説明す

る書類の提出について 

報告事項 

①新型コロナウイルス感染症拡大による

農林水産物への影響について 

②熊本県新型コロナウイルス感染症対応

金融支援基金条例について 

③新規就農者の状況について 

――――――――――――――― 

出 席 委 員(８人) 

        委 員 長 田 代 国 広 

        副委員長 吉 田 孝 平 

        委  員 前 川   收 

        委  員 磯 田   毅 

        委  員  田 大 造 

        委  員 大 平 雄 一 

委  員 池 永 幸 生 

委  員 南 部 隼 平 

欠 席 委 員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 農林水産部 

         部 長 竹 内 信 義 

       政策審議監 

兼団体支援課長 千 田 真 寿 

      生産経営局長 下 田 安 幸 

      農村振興局長 久保田   修 

        森林局長 古 賀 英 雄 

        水産局長 山 田 雅 章 

       首席審議員 

兼農林水産政策課長 渡 邉 泰 浩 

 流通アグリビジネス課長 深 川 元 樹 

      農業技術課長 酒瀬川 美 鈴 

       首席審議員 

兼農産園芸課長 井 上 克 浩 

         政策監 德 永 浩 美 

        畜産課長 上 村 佳 朗 

  農地・担い手支援課長 楮 本 亮 治 

      農村計画課長 渡 辺 昌 明 

      農地整備課長 清 藤 浩 文 

     むらづくり課長 後 藤 雅 彦 

      技術管理課長 田 島   宏 

      森林整備課長 笹 木 征 道 

      林業振興課長 山 下 裕 史 

      森林保全課長 大 岩 禎 一 

      水産振興課長 中 原 康 智 

    漁港漁場整備課長 緒 方   誠 

  農業研究センター所長 山 下 浩 次 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 
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     議事課課長補佐 門 垣 文 輝 

     政務調査課主幹 近 藤 隆 志 

――――――――――――――― 

  午前９時58分開議 

○田代国広委員長 それでは、ただいまから

第７回農林水産常任委員会を開会いたしま

す。 

 本日の委員会に３名の傍聴の申出がありま

したので、これを認めることといたしまし

た。 

 次に、本委員会に付託された議案を議題と

し、これについて審査を行います。 

 なお、前回、11月定例会の委員会と同様

に、新型コロナウイルス感染症対策として、

次第の２に記載のとおり、執行部を前半と後

半の２つのグループに分け、初めに、議事進

行の都合により、農林水産政策課、農村振興

局、森林局及び水産局を前半グループとし、

次に団体支援課、流通アグリビジネス課及び

生産経営局を後半グループとして、それぞれ

のグループごとに執行部の説明及び質疑を行

い、全ての質疑が終了した後に採決を行いま

すので、よろしくお願いいたします。 

 また、マスコミ等の入室についても一部制

限しており、これに対処するため、本日の委

員会の様子をパソコンで視聴できるよう庁内

に配信しておりますので、発言内容が聞き取

りやすいように、マイクに少し近づいて、明

瞭に発言いただきますようお願いいたしま

す。 

 なお、執行部からの説明及び質疑応答は、

効率よく進めるために、着座のまま簡潔にお

願いいたします。 

 それでは、竹内農林水産部長から総括説明

を行い、続いて、担当課長から順次説明をお

願いいたします。 

 初めに、竹内農林水産部長。 

 

○竹内農林水産部長 おはようございます。

今定例会に提案しております議案の説明に先

立ちまして、２点御報告させていただきま

す。 

 まず、新型コロナウイルス感染症への対応

についてです。 

 県産農林水産物への影響につきましては、

昨年末の11月から12月にかけての２か月間

で、水産物や花卉などで７億円を超える需要

減少が発生しております。これにより、令和

２年、暦年での総影響額は、111億円を超え

ることとなりました。 

 当部では、これまで、関係団体と連携し、

生産現場の状況を随時把握しながら、県独自

の対策と併せ、国の経済対策も有効活用し、

品目に応じたきめ細やかな対策を切れ目なく

講じてきました。また、これらの対策等につ

きましては、生産者の方々に分かりやすい形

で県庁ホームページに掲載しているところで

す。さらに、本定例会においても、ブランド

戦略を含む消費喚起等に必要な予算を提案し

ております。 

 今後、１月中旬からの本県を含む全国各地

で発出された緊急事態宣言の影響なども的確

に把握し、必要な対策を講じてまいります。 

 次に、令和２年７月豪雨災害への対応につ

いてです。 

 令和２年７月豪雨からの復旧・復興プラン

では、喫緊の取組として、流域全体の総合力

による緑の流域治水の実現が掲げられてお

り、１月29日には、関係市町村を含む球磨川

流域治水協議会により、球磨川水系緊急治水

対策プロジェクトが取りまとめられました。 

 農林水産関係では、本定例会に、山地災害

の早期復旧と治山施設の整備、地域と連携し

た田んぼダムの取組、多様で健全な災害に強

い森づくりなどを進めるために必要な予算を

提案しております。 

 引き続き、一日も早い被災地の復旧、復興

を目指し、部を挙げて取り組んでまいりま

す。 

 熊本地震からの創造的復興の途上にある
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中、新たな感染症と豪雨災害という３つの困

難に直面しておりますが、本県の基幹産業で

ある農林水産業の振興を担う部として、これ

らの困難を乗り越え、生産者の方々が、将来

に向け、希望を持って、持続的に農林水産業

に取り組んでいただけるよう、しっかりと取

り組んでまいります。 

 それでは、今回提案しております議案の概

要を御説明させていただきます。 

 補正予算が３件、条例等関係が５件、報告

事項が１件となっております。 

 補正予算につきましては、国の防災・減

災、国土強靱化のための５か年加速化対策や

総合的なＴＰＰ等関連政策大綱に基づく施策

のほか、新型コロナウイルス感染症や令和２

年７月豪雨災害への対応などによる増額補

正、事業費の確定等に伴う減額補正を合わせ

まして、総額で32億円余の減額補正を提案し

ております。これにより、補正後の現計予算

額は、一般会計、特別会計を合わせて1,086

億円余となります。 

 条例等関係では、農林水産関係の建設事業

の経費に対する市町負担金１件、工事請負契

約の締結、変更４件を提案しております。 

 報告事項では、県が出捐する一般社団法人

の経営状況報告が１件です。 

 以上が今回提案しております議案の概要で

ございます。 

 また、その他報告事項といたしまして、新

型コロナウイルス感染症拡大による農林水産

物への影響、熊本県新型コロナウイルス感染

症対応金融支援基金条例、新規就農者の状況

についての３件を御報告させていただきま

す。 

 詳細につきましては、この後、それぞれ担

当課長から説明させますので、御審議のほ

ど、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

○田代国広委員長 次に、付託議案につい

て、担当課長から、資料に従い順次説明をお

願いします。 

 

○渡邉農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 農林水産常任委員会説明資料、令和２年度

２月補正予算及び条例等関係をお願いいたし

ます。 

 １ページをお願いいたします。 

 令和２年度２月補正予算総括表でございま

す。 

 農林水産部全体の２月補正予算は、部長の

総括説明にもございましたとおり、国の経済

対策等に応じた増額補正と事業費の確定等に

基づく減額補正を合わせ、補正額(B)の欄の

一番下、32億6,200万円余の減額補正で、補

正後の総額は、その右隣の計、(A)＋(B)の欄

のとおり、1,086億3,200万円余となります。 

 補正予算の詳細につきましては、主なもの

について、順次各課から御説明申し上げます

が、説明に入る前に、まず、例示といたしま

して、35、36ページを御覧ください。 

 今回の補正予算の中で、国の経済対策に対

応するための事業として、36ページ２段目の

説明欄の２、農業生産基盤整備事業(Ｒ２経

済対策分)のように、昨年12月に閣議決定さ

れました防災・減災、国土強靱化のための５

か年加速化対策として実施する施策につきま

しては、四角囲みで「強靱化」と記載してお

ります。あわせて、総合的なＴＰＰ等関連政

策大綱に基づく施策につきましては、「ＴＰ

Ｐ等」と記載しております。また、35ページ

最下段の１、県営中山間地域総合整備事業費

のように、熊本地震からの復旧、復興に関す

る施策につきましては「熊本地震」、36ペー

ジ最下段の災害関連大規模漂着流木等処理対

策事業費のように、令和２年７月豪雨災害か

らの復旧、復興に関する施策につきましては

「７月豪雨」、また、ほかのページで出てま

いりますが、新型コロナウイルス感染症に対

応する施策につきましては、「コロナ対策」
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と記載しております。 

 なお、当該予算の一部がそれぞれに該当す

る場合は、後ろに括弧書きで一部と記載して

おります。さらに、これもほかのページで出

てまいりますが、新規の事業につきまして

は、マル新と記載しております。 

 それでは、戻りまして、２ページをお願い

いたします。 

 農林水産政策課の補正予算でございます。 

 まず、一番上の段の農業総務費のうち、２

段目の職員給与費につきましては、今年度の

人事異動等に伴う増について、給与費を確定

させるため、補正を行っています。 

 今回、このような職員の人件費に係る補正

予算が、以後、各課ごとに度々出てまいりま

すが、いずれも、同様の理由に基づく増減で

ございますので、各課の分も含めまして、説

明は省略させていただきます。 

 次に、その１段下の農政企画推進費でござ

いますが、説明欄２のグローバル農業交流推

進事業につきましては、バリ州との農畜産業

技術交流事業について、新型コロナウイルス

感染症の影響により、財源として見込んでい

たＪＩＣＡ事業の着手が遅れていることによ

り減額しているものです。 

 続きまして、65ページをお願いいたしま

す。 

 令和２年度繰越明許費の設定でございま

す。 

 令和２年度繰越明許費につきましては、11

月議会にて御承認いただいたところですが、

今回、国の経済対策分等を追加し、追加後の

設定額は、上段の農林水産業費の計で541億

6,800万円余、下段の災害復旧費の計で195億

5,000万円で、合計は、一番下の欄のとお

り、737億1,800万円余として提案いたしてお

ります。 

 農林水産政策課からは以上でございます。

御審議のほどよろしくお願いいたします。 

 

○渡辺農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 31ページをお願いします。 

 最下段の国営土地改良事業直轄負担金でご

ざいます。 

 説明欄２の国営土地改良事業直轄負担金

は、令和２年度国の経済対策に伴うものであ

り、国土強靱化、ＴＰＰ関連として、八代平

野地区、宇城地区の事業推進のため、前倒し

して実施するものでございます。 

 説明欄３は、新規事業でございます。 

 直轄災害復旧事業負担金は、八代市の球磨

川にございます国有施設の遥拝頭首工が７月

豪雨により被災しました。この復旧を国が行

うに当たっての県の負担金でございます。 

 32ページをお願いします。 

 １段目の債務負担行為の追加ですが、平成

10年以前に採択された国営事業の県負担金

は、３年据置きの10年償還となっておりま

す。本年度から償還が始まる令和元年度分の

県負担金について、令和３年度から令和14年

度までの債務負担行為の設定を行うもので

す。 

 最下段の農業農村整備調査計画費です。 

 説明欄２の農業農村整備事業調査計画費

は、令和２年度国の経済対策に伴うものであ

り、国土強靱化関連として実施するもので

す。排水機場等の県営土地改良事業の調査計

画について、前倒しして実施するものでござ

います。 

 説明欄３は、新規事業です。７月豪雨関連

でございます。 

 田んぼダム実証実験事業は、水田の排水ま

すに流量調整用の堰板を活用した田んぼダム

等の実験事業に要する経費でございます。人

吉・球磨地域で実施することとしておりま

す。 

 33ページをお願いします。 

 １段目、説明欄の４は、新規事業でござい

ます。 
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 令和２年度国の経済対策に伴う７月豪雨、

国土強靱化関連事業として実施するものでご

ざいます。 

 田んぼダム実証実験事業でございます。 

 水田の用水側、排水側にそれぞれ自動で農

業用排水を給排水する施設を設置し、水管理

を行うスマート田んぼダム実験事業に要する

経費でございます。国のモデル事業であり、

球磨郡湯前町で実施することとしておりま

す。 

 農村計画課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○清藤農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 34ページをお願いします。 

 まず、４段目の国庫支出金返納金ですが、

説明欄のとおり、土地改良事業関係の国庫支

出金等の返納金で、令和元年度災害復旧事業

の繰越事業費の確定に伴うものでございま

す。 

 次に、６段目の換地処分清算金についてで

すが、説明欄のとおり、本年度予定いたして

いました換地処分の実施地区数が、新たな相

続登記の発生等により、令和３年度にずれ込

んだことによる減となったものでございま

す。 

 最下段の土地改良事業等指導監督費につい

てですが、説明欄のとおり、土地改良施設資

産評価情報整理事業で、土地改良区が所有す

る資産の評価等を行うものです。本年度実施

予定地区だった評価対象事業量の減によるも

のでございます。 

 35ページをお願いいたします。 

 ４段目の県営中山間地域総合整備事業費に

ついてですが、主な補正内容は、説明欄の２

のとおり、国の経済対策予算のうち、国土強

靱化分に対応して、中山間地域における生産

基盤整備を実施するものでございます。 

 36ページをお願いいたします。 

 １段目の団体営農業農村整備事業費につい

てですが、説明欄のとおり、補助金の内示減

と災害発生により実施要望地区数が減となっ

たものでございます。 

 ２段目の農業生産基盤整備事業費について

ですが、主な補正内容は、説明欄の２のとお

り、国の経済対策予算の国土強靱化及びＴＰ

Ｐ対策分に対応して、農地の区画整理や農業

用排水施設等の整備を実施するものです。 

 37ページをお願いします。 

 １段目の農地防災事業費についてですが、

主な補正内容は、説明欄の２のとおり、国の

経済対策予算の国土強靱化分に対応して、湛

水被害防止施設等の整備を実施するもので

す。 

 ４段目の県営農地等災害復旧費の債務負担

行為の追加についてですが、説明欄のとお

り、現在復旧工事を進めています大切畑ダム

の地盤や地下水の観測業務を４月１日から実

施するために債務負担行為の設定をお願いす

るものです。 

 農地整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○後藤むらづくり課長 むらづくり課でござ

います。 

 38ページをお願いします。 

 ３段目の農政諸費です。 

 説明欄の１の世界農業遺産推進事業及び２

の阿蘇草原再生・しごと創生プロジェクト推

進事業は、いずれも新型コロナの影響を受

け、イベントなど当初予定した活動を縮小せ

ざるを得なかったことにより、事業費が確定

したものです。 

 ４段目の山村振興対策事業費です。 

 説明欄１の中山間地域等直接支払事業は、

市町村の所要額に対応して事業費が確定した

ものです。 

 また、２のむらづくり・ひとづくり事業

は、今般、国の交付金活用が可能になったこ



第７回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（令和３年２月25日) 

 - 6 - 

とに伴い、財源を更生するものです。 

 39ページをお願いします。 

 ２段目の農作物対策推進事業費です。 

 説明欄の１の鳥獣被害防止対策・ジビエ利

活用加速化事業及び２の鳥獣被害防止対策・

ジビエ利活用関係災害復旧事業は、いずれも

市町村等の所要額に応じて事業費が確定した

ものです。 

 ３の鳥獣被害防止総合対策事業は、国の経

済対策を活用するもので、鳥獣被害対策のた

めの侵入防護柵整備への助成を行うもので

す。 

 本ページ最下段の国庫支出金返納金は、過

年度に整備された山都町にある鳥獣処理加工

施設について、模様替えに伴う財産処分が必

要になったものです。 

 40ページ、４段目の県営中山間地域総合整

備事業費です。 

 説明欄の中山間農業モデル地区支援事業

は、国庫の内示減に伴い、財源を更生するも

のです。 

 ５段目の中山間ふるさと・水と土保全対策

事業費です。 

 説明欄の未来につなぐふるさと応援事業

は、新型コロナの影響を受け、イベントなど

当初予定した活動を縮小せざるを得なかった

ことなどにより、事業費が確定したもので

す。 

 ６段目の農地・水・環境保全向上対策事業

費です。 

 説明欄の多面的機能支払事業は、市町村の

所要額に対応して事業費が確定したもので

す。 

 むらづくり課は以上です。御審議のほどよ

ろしくお願いいたします。 

 

○田島技術管理課長 技術管理課でございま

す。 

 41ページをお願いいたします。 

 ３段目の地籍調査費でございます。 

 説明欄１は、国庫内示減に伴う減額補正で

ございます。 

 説明欄２は、国の経済対策で、国土強靱化

として、土砂災害警戒区域等の災害のおそれ

がある地域におきまして、八代市ほか４町村

が実施する地籍調査に対する助成でございま

す。 

 ５段目は、債務負担行為の変更でございま

す。 

 説明欄の積算基礎資材単価調査業務は、農

林水産部が発注する公共工事の積算資料とす

るため、建設資材の取引価格の実態調査を行

うものでございます。４月から業務に取りか

かるために、３月までに委託契約をする必要

がございますが、建設資材調査の追加に伴

い、債務負担行為の変更を行うものでござい

ます。 

 42ページをお願いいたします。 

 １段目は、債務負担行為の追加でございま

す。 

 説明欄の総合評価方式事前登録審査業務

は、総合評価方式による入札事務の効率化を

図るため、事前に企業の実態を審査してデー

タベース化するものでございます。これも３

月までに契約する必要がありますので、債務

負担行為の設定を行うものでございます。 

 技術管理課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○笹木森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 資料の43ページをお願いします。 

 ３段目、森林計画樹立費で減額補正をお願

いしておりますが、これは、説明欄２のとお

り、森林所有者や境界の確認などの活動に対

して支援を行う森林整備地域活動支援交付金

事業における事業費確定に伴う減でございま

す。 

 ４段目、森林整備地域活動支援交付金基金

積立金につきましては、同基金を財源とした
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過年度の支出に関する市町村からの交付金返

還及び同基金の運用利益確定に伴う増でござ

います。 

 下の１段目、水とみどりの森づくり事業費

につきましては、説明欄の１のとおり、新規

事業として、令和２年７月豪雨により被害を

受けた地域で実施する災害に強い森林
も り

づくり

のため、土砂の流出の軽減につながる森林整

備の実証のモデル事業について、早期に着手

するため、増額をお願いしております。 

 ２段目、水とみどりの森づくり税基金積立

金につきましては、同税の充当事業における

事業費確定及び同基金の運用利息確定に伴う

増、３段目、森林環境譲与税基金積立金につ

きましては、同税の充当事業における事業費

確定に伴う増でございます。 

 45ページをお願いします。 

 １段目、流域総合間伐対策事業費につきま

しては、木材加工施設へ原木を低コストで安

定的に供給するための間伐や路網整備等につ

きまして、説明欄１の事業費確定に伴う減の

ほか、２の国の経済対策を踏まえた増額を行

うものでございます。 

 ３段目、造林事業費につきましては、間伐

や路網整備等の森林整備に対する助成事業で

ございます。 

 森林環境保全整備事業について、説明欄の

１の事業費確定に伴う減のほか、３の経済対

策を踏まえた増額を行うものでございます。 

 森林整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○山下林業振興課長 林業振興課でございま

す。 

 47ページをお願いします。 

 最下段の林業労働力対策事業費ですが、48

ページ２段目の債務負担行為の追加について

は、説明欄のとおり、くまもと林業大学校を

４月から運営するため、必要な経費について

債務負担をお願いするものです。 

 次に、３段目の県産木材需要拡大対策費で

すが、説明欄１のくまもとの木を活かす被災

家屋復旧支援事業は、木造住宅を建築する工

務店等に対し県産木材を提供する事業です

が、従来から行っている事業の一部を７月豪

雨被災家屋に限定し、コロナ臨時交付金を活

用して新規事業として提案するものです。 

 49ページをお願いします。 

 ２段目の林業・木材産業振興施設等整備事

業費は、木材加工施設等の整備に対する助成

ですが、事業費確定に伴う減額でございま

す。 

 50ページの最下段、林道災害復旧費のう

ち、現年林道災害復旧費については、７月豪

雨等により被災した林道施設の復旧を行う市

町村への補助ですが、本年１月に災害査定を

終え、本年度の事業費が確定したことに伴う

減額です。 

 なお、減額した予算については、令和３年

度以降、過年林道災害復旧事業で取り組むこ

ととなります。 

 林業振興課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いします。 

 

○大岩森林保全課長 森林保全課でございま

す。 

 51ページをお願いします。 

 ４段目の水とみどりの森づくり事業費で

す。 

債務負担行為の追加をお願いしています。 

 これは、森林ボランティア団体等に対し

て、技術研修や資材、機材の貸出しなど、総

合的な活動支援を行う森づくりボランティア

ネット運営の４月からの業務委託でございま

す。 

 最下段の治山事業費は、県が山地災害の復

旧や予防等の工事を行うもので、説明欄１の

治山事業について、国庫内示減に伴う減額補

正をお願いしています。 

 52ページ、説明欄３の治山事業は、国の経
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済対策に伴い、国土強靱化対策として、重要

インフラ周辺等の荒廃森林の復旧及びその予

防を行うもので、増額補正をお願いしていま

す。 

 ２段目の債務負担行為の追加については、

治山事業のゼロ国債に係る追加をお願いする

ものです。 

 ３段目の緊急治山事業費は、県が梅雨前線

豪雨等による山地災害の緊急な復旧工事を行

うもので、事業費の確定に伴う減額補正をお

願いしています。 

 ４段目の民有林直轄治山事業費は、７月豪

雨により発生した山地災害について、芦北地

域振興局管内において、国が代行して実施す

る災害関連事業に対する県負担金の補正をお

願いしています。 

 53ページをお願いします。 

 １段目の治山調査計画費は、７月豪雨によ

り被害を受けたあさぎり町の清願寺ダム上流

域等において、森林からの土砂流出防止を図

るため、荒廃森林の調査、必要な治山施設や

森林整備の計画の検討に要する経費で、増額

補正をお願いしています。 

 ３段目の保安林整備事業費は、県が、保安

林において森林の機能を維持、強化するた

め、森林整備を行うもので、国庫内示減に伴

う減額補正をお願いしています。 

 54ページの３段目、現年治山災害復旧費

は、７月豪雨により被災した治山施設の復旧

を行うもので、事業費の確定に伴う減額補正

をお願いしています。 

 ４段目の直轄災害復旧事業負担金は、７月

豪雨により被災した治山施設について、芦北

地域振興局管内において、国が代行して実施

する災害復旧事業に対する県負担金の補正を

お願いしています。 

 森林保全課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○中原水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 55ページをお願いいたします。 

 ５段目、内水面漁業振興費、説明欄の球磨

川魚族補殖事業費は、民間企業から寄附を受

け、球磨川水系にアユの種苗放流を行う事業

につきまして、寄附者である民間企業と事業

の在り方について検討を続けてまいりました

結果、本年度から県を介さずに取り組むこと

で合意が得られましたことから、事業を廃止

し、皆減するものです。 

 また、債務負担行為の追加をお願いしてお

ります。 

 これは、県内河川における主要水産資源で

あるアユ種苗の放流を天然稚アユの遡上時期

に合わせて行うもので、令和３年度当初から

の事業実施が必要なため、債務負担行為の設

定をお願いするものです。 

 最下段からの浅海増養殖振興事業費につき

まして、56ページ１段目で債務負担行為の追

加をお願いしております。 

 これは、ヒトエグサ人工採苗網の量産技術

の開発及びクマモト・オイスターの試験養殖

用稚貝を生産委託するもので、いずれも令和

３年度当初からの事業実施が必要なため、債

務負担行為の設定をお願いするものです。 

 ２段目、水産物流通対策事業費の説明欄

１、くまもとの魚緊急販売促進事業は、コロ

ナ対策の新規事業で、影響が続く水産物につ

きまして、海外渡航ができない中でも輸出の

商談を進めるため、現地商社等が商談等に活

用する県産水産物のＰＲ動画や販促資材の作

成を行うとともに、養殖魚の販売ルートの多

角化に向け、海水養殖漁協が行う加工品開発

と販路の開拓に対する助成を行うもので、新

型コロナ臨時交付金を活用するものです。 

 説明欄２のくまもとの魚販路Ｖ字回復事

業、３のくまもとの魚海外市場ターゲット事

業及び57ページの４、水産物連携出荷加速化

モデル事業につきましてはコロナ臨時交付金

を、５のくまもとの魚学校給食提供推進事業
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は国庫補助事業を活用し、いずれもコロナ感

染拡大の影響で落ち込んだ水産物の需要喚起

や販路拡大を図るための事業で、事業費の確

定に伴う減額でございます。 

 58ページ、１段目、水産資源保護育成事業

費、説明欄１、有明海・八代海再生事業は、

有明海４県連携の取組で進めております有明

海の特産魚介類の増殖技術開発につきまし

て、事業費の確定による減額でございます。 

 ２段目で債務負担行為の追加をお願いして

おります。 

 これは、マダイ、クルマエビなど水産動物

の種苗の生産を委託するもので、最適な時期

に放流を実施するため、令和３年度当初から

の事業実施が必要なことから、債務負担行為

設定をお願いするものです。 

 59ページをお願いいたします。 

 ２段目、漁業取締費で債務負担行為の追加

をお願いしております。 

 これは、漁業取締事務所が牛深で使用する

施設につきまして、令和３年度から令和５年

度まで賃借するため、債務負担行為設定をお

願いするものです。 

 59ページ最下段からの水産研究センター費

につきまして、60ページ、説明欄６、漁業調

査船「ひのくに」代船建造事業は、老朽化し

た漁業調査船の代船を建造するもので、昨年

10月に竣工し、事業費が確定したことによる

減でございます。 

 最下段、現年共同利用施設災害復旧費は、

７月豪雨で被災した共同利用施設の災害復旧

事業に係る経費で、事業費確定による減でご

ざいます。 

 水産振興課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○緒方漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。 

 主な内容について御説明いたします。 

 資料の61ページをお願いします。 

 下から１段目の漁港関係海岸保全事業費に

つきましては、右の説明欄１、漁港関係海岸

保全事業費(市町村漁港建設費補助)にありま

すように、市町村に対する間接補助金で、事

業費確定に伴う減でございます。 

 62ページをお願いします。 

 ３段目の漁港管理費につきましては、一般

財源をコロナ対策の交付金に財源更正するも

のでございます。 

 ４段目の漁港施設機能強化事業費につきま

しては、右の説明欄２にありますように、物

揚げ場の耐震化等、漁港施設の機能強化に要

する経費で、塩屋漁港への国補正分、経済対

策分として、今回補正をお願いするものでご

ざいます。 

 ５段目の国庫支出金返納金につきまして

は、右の欄にありますように、海域漂流物・

海岸漂着物等地域対策事業費確定に伴う国庫

支出金の返納金でございます。 

 63ページをお願いします。 

 １段目の漁村再生整備事業費につきまして

は、右の説明欄にありますように、活力ある

漁村の再生を進めるための施設整備等に要す

る経費で、今回補正をお願いするものです。 

 ２段目の漁港関係港整備事業費につきまし

ては、説明欄の２、３、水産物供給基盤機能

保全事業費にありますように、施設の長寿命

化対策の実施による更新コストの平準化及び

縮減に要する経費で、市町村及び県におきま

して、国補正分、経済対策分として、今回お

願いするものでございます。 

 64ページをお願いします。 

 １段目の市町村等負担金返納金につきまし

ては、右の説明欄にありますように、漁港漁

場整備事業費確定に伴う市町村への負担金返

還金でございます。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○清藤農地整備課長 農地整備課でございま

す。 
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 66ページをお願いいたします。 

 ここから条例関係等の議案について御説明

をいたします。 

 まず、66ページでございます。 

 議案第26号、令和２年度農林水産関係の建

設事業の経費に対する市町負担金についてで

ございます。 

 農業農村整備事業関係の建設事業の実施に

伴い、市町負担金を徴収する必要があり、表

の事業名欄に記載の地域密着型農業基盤整備

事業の２つの事業について、新たに実施箇所

が生じたため、地方財政法第27条第２項の規

定に基づき、議会の議決をお願いするもので

ございます。 

 67ページをお願いいたします。 

 議案第28号、工事請負契約の締結について

でございます。 

 第一海路口地区排水対策特別事業の実施に

伴う工事請負契約の締結についてです。 

 工事名が第一海路口地区排水対策特別事業

第１号工事です。工事内容は、排水機場の下

部工事でございます。工事場所は、熊本市南

区海路口町地内です。工期は、契約締結の翌

日から令和５年３月23日までとしておりま

す。契約金額は、６億7,650万円で、契約の

相手方は、佐藤・五領建設工事共同企業体

で、代表者は、佐藤企業株式会社の代表取締

役大畑秀樹でございます。契約方法は、一般

競争入札でございます。 

 69ページをお願いします。 

 議案第29号、工事請負契約の締結について

でございます。 

 金剛地区農村地域防災減災事業の湛水防除

事業の実施に伴う請負契約の締結についてで

す。 

 工事名が金剛地区農村地域防災減災事業

(湛防)第２号工事他合併です。工事内容は、

排水ポンプ設備の製作据付け工事でございま

す。工事場所は、八代市南平和町地内です。

工期は、契約締結の翌日から令和５年３月１

日までとしております｡契約金額は、７億 

4,833万7,568円で、契約の相手方は、株式会

社荏原製作所九州支社支社長太田賢一です。

契約方法は、一般競争入札でございます。 

 71ページをお願いいたします。 

 議案第30号、工事請負契約の変更について

でございます。 

 平成31年２月議会において議決されました

大切畑地区県営農地等災害復旧事業第１号工

事の請負契約につきまして、工事内容の変更

により、契約金額について、７億3,748万

1,195円を８億7,840万4,881円に変更するも

のです。 

 72ページをお願いします。 

 工事の概要は、２、議案である工事の概要

に記載しているとおり、仮排水トンネル605

メーターを施工するものです。 

 変更理由は、３、主な変更理由に記載のと

おり、トンネルの掘削の一部区間で想定以上

の岩盤が確認されたことから、掘削工法の変

更が必要になったこと、掘削面からの湧水が

発生したため、トンネルの裏込めコンクリー

トの材料変更が必要になったこと、昨年７月

の豪雨等により、工事の一時中止が必要とな

り、この中止期間の現場維持費の追加と排水

処理工の追加が必要となったものです。 

 73ページをお願いいたします。 

 議案第31号、工事請負契約の変更について

でございます。 

 令和２年２月議会において議決されました

松の木堰地区農業水利施設保全合理化事業第

２号工事他合併の請負契約につきまして、積

算単価の変更により、契約金額について、４

億8,070万円を４億8,123万2,367円に変更す

るものです。 

 74ページをお願いします。 

 工事の概要は、２の議案である工事の概要

に記載しているとおり、ゲート設備の製作据

付け工事を行うものです。 

 変更理由は、３の主な変更理由に記載のと
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おり、当初契約日に適用される最新工事積算

基準で設計変更する特例措置に基づき、鋼材

単価の適用年月日を設計書の作成日である令

和元年10月から当初契約締結日の令和２年２

月に変更することで、増額となるものでござ

います。 

 農地整備課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、付託議案について質疑を受

けたいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いいた

します。 

 なお、本日は、先議の委員会でもあります

ので、付託議案を中心に、できるだけ簡潔に

質疑応答いただきますよう、よろしくお願い

いたします。 

 それでは、質疑ありませんか。 

 

○前川收委員 41ページ、技術管理課の最下

段の債務負担行為の変更について、積算基礎

資材単価調査業務ということで、今回提案さ

れておりますけれども、基礎資材というの

は、別に、この農林水産部だけじゃなくて、

土木部のもあるでしょうし、資材として見れ

ば、建設工事を発注するところは、全部、教

育庁もそうでしょうし、そういうところは、

全部一緒だと思うんですけれども、これは、

農林水産部だけでやってるんじゃなくて、県

庁一括でやったことの中で、その部ごとに分

けて、予算を出し合ってつくってあるのか、

それとも何を調べるのかで違うんでしょうけ

れども、農林水産部しか使わないと分かって

いる資材だけを調べていらっしゃるのか、ち

ょっとその違いについて、第１点お尋ねをし

ます。 

 それともう一つ、50ページの林業振興課な

んですけれども、現年林道災害復旧事業、最

下段で事業費確定に伴う減ということになっ

ておりますが、これ、７月豪雨災害を絡めて

考えていくと、林道の復旧もこれからでしょ

うから、大変たくさんやっていかなきゃいけ

ないし、治山事業のほうも、これから――林

道がないとできないところもたくさんあるで

しょうから、順番からいえば、やっぱり基幹

林道を早く復旧し、その上で、今度は治山関

係で治山事業に取り組んでいくということに

なると思いますが、今緑の流域治水という言

葉が使われておりますけれども、その森林、

林業をどう復興させていくかということは、

多分、７月豪雨災害の球磨地域、球磨川流域

地域の復興の大きな鍵になるというふうに思

ってまして、創造的復興というキーワード、

これは、熊本地震だけじゃなくて、この７月

豪雨災害にも当てはまるというふうに思って

おりますけれども、その取組の中にあって、

新たに、ちょうどゼロエミッション、吸収源

対策の話も出てきているわけで、大きく言え

ば、グリーンニューディールとは何ぞやとい

う世界の話でいけば、緑の流域治水だけじゃ

なくて、グリーンニューディールという部分

の話でいけば、どうやって緑を再生していく

のか、そのことによって経済性をどうつくっ

ていくのかということまで考えていかなけれ

ばいけないというふうに思っておりまして、

そのことを考えると、今だからできる、ま

た､被災地域だからできることとして、私

は、ＣＯ2の吸収源対策としてある森林です

ね、この森林の整備をクレジットにして、民

間の企業の皆さん方が、吸収源対策として買

っていただくということをしていただかない

と、多分、木材は、これから吸収源対策で出

てくるでしょう。要するに、切って使っても

らわないと吸収源対策にならない。新たに新

植していかないと吸収源対策にならないわけ

ですから、そのためには切るんです。切るた

めにこの林道の復旧とか治山とかをどんどん

やってもらわないと切れないんですけれど
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も。切って出します。切って新植しないと、

吸収源対策にならない。 

 ところが、切れば切るだけ材がたくさん出

るわけですね、市場に。そうすると何が起き

るかというと、市場単価が下がるんです。材

価が下がる。材価が下がると、林業家はもう

立っていかなくなるんですね。出せば出すだ

け材価が下がります。去年の７月に材価がが

あっと下がりました。季節的なものもありま

すが、コロナで全然需要が伸びない状況、こ

れ今でも続いているんですけれども、非常に

材価が厳しいという環境になってしまった。

厳しくても材を出さないと、吸収源対策にな

らない。そうなるとどっかで行き詰まります

ね、経済効果としては。 

 そこで、やっぱり緑の流域治水という前

提、ニューディールというのであれば、これ

は既存の考え方としてあるわけでありますけ

れども、そこの緑をちゃんと吸収源対策をク

レジットにして、そして民間企業であった

り、そういう人たちに協力していただくと。

で、財価が下がった分の差額を埋めていく

と、そして山を回していくという発想をです

ね、どこでもやらなきゃいけない発想なんだ

けれども、これは今球磨地域の中で、グリー

ンニューディールという言葉が出ているわけ

でありますから、まだ目玉的なものは何にも

見えてないんですね、はっきり言うと、グリ

ーンニューディールの中においては。ぜひ、

そういうものを農林水産部の中で取り上げて

もらえれば、とてもありがたいなというふう

に思っています。 

 若干議案から外れておりますけれども、申

し訳ありませんが、お考えを伺えればと思い

ます。 

 

○田島技術管理課長 技術管理課でございま

す。 

 前川委員の最初の41ページ、資材単価の契

約手法ということで御質問がありました。 

 これにつきましては、県全体で共通する

――土木部が中心になるんですけども、それ

で、農林水産部の共通して使う資材単価につ

きましては、過年度のそれぞれの工事件数の

割合で費用を負担しまして、契約は、土木部

のほうで一括して契約していただくこととし

ております。 

 今回の件につきましては、農林水産部で独

自で使う資材、使用資材でも砕石等で農林水

産部で使う分もありますので、そういった特

殊な資材、農林水産部で使う分をまとめて、

これにつきましては、農林水産部の方で契約

ということで、資材の使用頻度といいます

か、使用する資材を分けて、共通のものは、

基本、土木の方で契約していただく、で、農

林水産部独自の方で使う資材につきまして

は、農林水産部で契約しているという状況で

ございます。 

 以上でございます。 

 

○笹木森林整備課長 前川委員から、クレジ

ット制度を使って、森林について、温暖化の

観点からも民間資金を呼び込んでいったらい

いのではないかというような趣旨での御発言

だったように感じています。 

 クレジット制度につきましては、当県は、

おおよそ10年ぐらい前から県有林でクレジッ

ト制度に取り組んでおりまして、今までおお

むね4,600トンぐらいのＣＯ2をクレジット化

しました。それを今も連々連々売っているよ

うな状況でございまして、そもそもこの事業

を始めたきっかけというのは、やはり県がお

金を呼び込もうというよりは、どちらかとい

うと、県下の民間の団体のほうに、利殖のノ

ウハウだとか、そういうものを普及させよう

と思って始めたというふうに承知してござい

ます。 

 ですので、我々とすれば、そういった今ま

でやってきた部分もありますので、特に今回

被災地では、球磨村の方では、クレジット制
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度をどんどん活用していこうだとか、そうい

う話もあるやに聞いていますので、そうした

ところで知見をお伝えしたりしていかなきゃ

いけないのかなと。 

 ただ一方で、そのクレジット制度は、経産

省だったり、農水省だったり、あとは環境省

だったりの所管の制度でございます。それ

で、削減分を売買するというのは、認められ

た削減分を売買するというものなのですが、

一方で、課題として、その森林分野の方――

例えば我が県有林では、１トン当たり5,000

円程度でクレジットを販売しております。な

んですが、一方では、ほかにクレジットは森

林だけで取れるわけじゃなくて、例えば、そ

の既存のボイラーを、より温室効果の排出削

減に寄与するようなボイラーに替えたりして

も、あと、太陽光発電なんかにして、それで

削減するということでも取得できます。そこ

の部分のクレジットが、例えば、オークショ

ンなんかに出てるんですけれども、500円と

か1,500円とか、大分トン当たりの価格が違

っていて、やっぱりその価格競争というとこ

ろの部分の課題もあります。 

 そういうようなところで、まだ伸び悩んで

いる部分はあるんですけれども、我々として

も、将来につながる取組であると考えており

ますので、特に球磨村だったりだとか、そう

いう新たに取り組もうとしているところの後

押しになるように普及に取り組んでいきたい

と思います。 

 

○前川收委員 最初の積算基礎の資材単価の

話なんですけれども、今の御答弁でいけば、

農林水産部独自の資材ですね。要するに、農

林水産部しか使わない資材分は農林水産部で

調査をしているという話ですけれども、何な

のかなと、私ちょっと想像がつかないんです

けれども、まあ、いいです、いいです。何で

あるかは別として、そんなにたくさんは多分

ないんだろうというふうに思いますので、こ

こはもう一括して、例えば、土木部が一括し

てやっている中に、これとこれとこれとこれ

もやってくれという話でやったほうが、別契

約でやるよりもはるかに効率的になるんじゃ

ないかなというふうに想像いたしましたの

で、その件御検討いただくか、御答弁があれ

ばお願いします。できない理由もですね。 

 それと、もう一つのクレジットの話なんで

すけれども、確かにまだ――でも、もう10年

前からやってるんですよね。それがなかなか

普及しない。それは値段の問題もいろんな問

題もあると思います。 

 ただ、やっぱりその10年前と今と何が違う

かというと、本県においては、一昨年、知事

が、もうカーボンをゼロにするという宣言を

なさいましたし、昨年、我が国としても、菅

総理が、カーボンニュートラル、2050年目指

すということを明確におっしゃったわけであ

りまして、その一つのツールとして、森林整

備クレジットというものにもう一回光を当て

てほしいなというふうに思っているんです。 

 10年間、あまり普及しなかったことは、そ

れは経済性もあるんでしょうけれども、それ

はそれで理由があるんだろうと思いますの

で、その理由の解明も含めてやってほしいと

いうことと、それからいろんな、例えば、太

陽光とかボイラーを替えるとか、そういった

やつは、もうかなり進んでいると思うんです

ね。それでもやっぱりまだやっていかなきゃ

いけないという部分の隙間で考えれば、十分

グリーンクレジットというのは考え得るチャ

ンスだと思ってます。 

 これは、おっしゃったとおり農林水産部だ

けでの話じゃなくて、せっかく緑の流域治

水、グリーンニューディールという言葉まで

使って、当該地域の災害復旧、それを発展的

にやりましょうという話をしてるんだから、

ぜひ、その取組を日本のモデルとなるような

取組をぜひやってもらいたいなと思います。 

 民有林の世界にもそれを持ってきてほしい
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んです。今やってらっしゃるのは公有林だけ

だと思いますので、民有林もそれが成り立つ

という形をつくらないと、さっき言った、い

わゆる材を出しましょうという話と整合しな

くなってしまう。途中で行き詰まります。回

らなくなる。出れば出るだけ材は安くなる

と。安くなったら、森林所有者も林業の施業

者も立っていかないということになるわけで

すから、その間を――もちろん森林環境税と

いうのもありますけれども、それらも交えな

がら民有林のほうで考えてもらえればと思い

ます。そちらはもう結構であります。ぜひ課

題として受け止めてください。最初のやつだ

け。 

 

○田島技術管理課長 御指摘ありがとうござ

います。 

 農林水産部独自で使うというのは、具体的

には、ちょっと砕石の話をお話ししたんです

けれども、あと、実際農業関係で使うのはパ

イプですね。用水のパイプラインとか、そう

いった資材。そのほかにもちょっとあるんで

すけども、林務の方でも、林道、治山でちょ

っと使う資材等があるということで、今は、

その分については農林水産部独自でやってい

るんですけれども、共通の部分は、先ほど申

しましたように、土木部が一括してやってい

ますので、その辺り全体の事務効率を含めて

土木で一緒にできないか、その辺りを今後ち

ょっと土木部と協議して進めていきたいと思

っております。 

 以上でございます。 

 

○前川收委員 そんなに大きく違うものでは

ないし、ＶＰ管だってＶＵ管だって、それは

あんまり変わらないと、砕石だって、そんな

に極端な違いがあるとはどうも思えないの

で、できれば一緒にしたほうが、多分効率的

に調査の単価が下がってくると思いますの

で、ぜひ効率的にやることを、部長、検討し

てみてください。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○大平雄一委員 32ページの田んぼダムにつ

いて、もう少し教えていただきたかったんで

すけれども、人吉、球磨のほうで実証実験を

行われるというようなことですけれども、気

象状況とか、いろんな雨の降り方とか、そう

いったことで、この検証実験っていうのがど

ういった形で行われるのかなと。ほかの地域

でも、こういった田んぼダムの活用というも

のができるのであれば、ほかの地域でも実証

実験をされないのかというところと、検証結

果については、大体いつ頃をめどに教えてい

ただけるかというところを聞きたいんですけ

れども。 

 

○渡辺農村計画課長 田んぼダムにつきまし

ては、水田ごとに設置してございます排水ま

すに専用の堰板を設置することによりまし

て、豪雨時に一時的に雨水を水田の中にため

ると。ためることによりまして、下流に流れ

ている水の量を、ピークを遅くしたり、ある

いはピークをカットしたりする、そのような

効果があるというふうに認識しております。 

 田んぼダムにつきましては、今回、人吉・

球磨地域でモデル的に270ヘクタールほどを

やるようにしております。その中では、例え

ば人吉・球磨地域では特産の葉たばこがござ

います。あるいはミシマサイコという薬草も

ございます。そういった中で、葉たばこ、ミ

シマサイコは、水を非常に嫌う作物でござい

ますので、田んぼダムをやることによって、

その作物にどういう影響があるのかというと

ころも含めて検証したいというふうに思って

おります。 

また、あと、水田の貯水の効果ですね。そ

れと流下する量の効果、そういったものも含
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めてやっていきたいというふうに思っていま

す。 

 あと、効果の検証でございますけれども、

来年度から２か年かけて実施しようというふ

うに考えておりまして、その２か年間の成果

を踏まえて、もちろん、学識経験者とかそう

いった方々に、検討委員会というのを立ち上

げて入っていただきまして、検証することと

しております。 

 そういった検討結果を踏まえて、球磨地

域、まだ残り相当面積がございますので、ま

ずは球磨地域で広げていきたいというふうに

思っております。また、その成果がはっきり

と現れましたら、県内のほうにも広げていけ

たらなというふうに考えております。 

 以上でございます。 

 

○大平雄一委員 分かりました。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○ 田大造委員 関連で申し訳ないですけれ

ども、この田んぼダムって何メーターぐらい

たまるんでしょうか。どのくらいたまるのか

教えてください。 

 

○渡辺農村計画課長 農村計画課です。 

 田んぼダムにつきましては、そもそも田ん

ぼの畦畔の高さというのがございます。いわ

ゆるあぜでございますけれども、その高さが

水田の高さより30センチぐらいになっている

ところでございます。ですので、現在、通

常、水稲を作付されているときには、10セン

チあるいはそれぐらいの水位があるわけでご

ざいますけれども、それから雨が降っても、

最大たまっても、やはり畦畔の高さ、残りの

30センチから10センチを引いた20センチぐら

いが最大の高さと考えております。ただし、

あまり水位を上げてしまいますと畦畔からオ

ーバーフローしてしまいますので、できれば

10センチから15センチぐらいが貯留する水深

かなというふうに考えております。 

 

○ 田大造委員 これ全国で先行事例ってい

うのはあるんでしょうか。 

 

○渡辺農村計画課長 先行事例としまして

は、新潟県の方で10年ほど取り組まれており

まして、１万5,000ヘクタールほど取り組ま

れているというふうに聞いております。ただ

し、新潟県の場合は、本県の今回取り組みま

す球磨地域と違いまして、水田の単作地帯で

ございますので、一帯が田んぼダムに取り組

まれても、それほど他の作物に影響がないの

かなというふうに考えております。 

 なお、田んぼダムにつきましては、水田を

活用してやるという仕組みでございまして、

一般的に河川の工作物として設置してござい

ます遊水地とはまた全然考え的にはちょっと

違うものでございます。 

 以上でございます。 

 

○ 田大造委員 ありがとうございました。 

 55ページと56ページに関連してなんです

が、まず、クマモト・オイスターの事業、ず

っと続けられて、まあ本当に期待してるんで

すが、これ何年前から始まったのかと、今効

果っていうかですね、どのくらい成果が上が

ったのかをもう少し詳しく教えてください。 

 それと、56ページのくまもとの魚販促です

ね。魚の販促に関してなんですが、私も湯島

とか以前釣りに行ったときに、漁師さんとい

ろいろお話したら、天然の魚が非常に捕れ

て、マダイを捕ったことがあるんですけれど

も、悩みとしては、何で熊本産のマダイとい

う天然のマダイがブランド化できないんです

かと聞いたら、魚は、もう本当、ブランド化

するのは、もう皆さんも御承知のとおり非常

に難しいと。何が難しいかというと、魚の捕

れる日というのは集中しまして、漁師の皆さ
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んが魚の捕れる日は、もう本当何百匹も捕れ

ちゃうと、マダイは。それを売りに行って

も、みんなが捕れた日は、マダイの値段が下

落して、全然もう本当もうからないと。 

 昔は、10年、20年前は、料亭とか、かっぽ

う屋さん、飲食店に持っていったら、仲買通

さずに、いい小遣い稼ぎになったと、収入源

になったと。今もう本当コロナで、飲食店も

どこも買ってくれない。スーパーでもなかな

か売れない。スーパーには、イオンとか、あ

あいう大手には、マダイを売り込もうとして

も、一定数をもう毎日確保しないと天然の魚

って買ってくれないんだそうですね。ブラン

ド化は本当にできないと。だから、養殖のマ

ダイのほうが値段はむしろ高いっていう、こ

ういう本当、そしたらどうしたらいいんでし

ょうねって話で、もう終わっちゃってるんで

すけれども、今そういう事情は、県の職員の

皆さんも詳しく御存じだと思うんですが、今

どういう視点でこういう魚価を上げていこう

という取組をされているのか、もうちょっと

詳しく教えてください。 

 

○中原水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 まず、１点目は、クマモト・オイスターに

ついてでございます。 

 クマモト・オイスターにつきましては、試

験的なもの――内部の試験適合のことを始め

たのは平成19年ぐらいからになります。本格

的に事業という形で始めましたのが平成22年

からになりますので、もう10年近くになって

おります。大変、クマモト・オイスターとい

う名前も含めて、ブランド品として期待をさ

れているということで来たところでございま

すが、なかなかちょっとうまく進んでいない

と。夏を越せないというところが最大の課題

としてずっと残っておりまして、その結果、

商品として出せるサイズまでなかなか大きく

育てることができないというところが課題と

なっておりました。 

 この２年間、新しい夏を越す技術というと

ころで、うまく越せるような形になりつつあ

ります。ですので、今年の夏を越したもの

が、今までで最高――最高と言っても４万個

程度になりますけれども、越えて今出荷がで

きるようになってきたと。 

 実入りがよく、大体、３月から４月、５月

のゴールデンウイーク前までがオイスターの

シーズンになります。はしりという形で、２

月の４日から販売を今年の分は開始したとこ

ろです。本格的な販売は３月ぐらいになると

思います。生食用で食べることを前提にして

おりまして、本来、オイスターバーであった

りとか、そういったところを狙って販売戦略

を今まで立てておりました。 

 ただ、コロナという形で、そういったとこ

ろでの販売とか販促がなかなか難しいという

形になっておりますので、今ＥＣサイトを使

っての販売であったりとか、いろいろそこを

今考えているところです。数量的にも、なか

なかまだ産業という形にはちょっとなり切れ

てない部分がありますけれども、一生懸命―

―売れるようになって、少し生産者の方もモ

チベーションも上がってきていただきました

ので、そこをちょっと頑張らせていただきた

いというふうに思っております。 

 続いて、天然魚――魚のブランド化という

ところでございますけれども、いろんな産

地、タイだったら明石とか、その名前のつい

たタイというのがいろいろございます。それ

ぞれのがあるんですけれども、委員御指摘の

とおり、捕れる、捕れないというのが物すご

く天然魚の場合はございます。 

 今回のコロナの中でも――ですから、捕れ

てどんと出すと安くなりますので、コロナで

安くなったのか、捕れ過ぎて安くなったの

か、その辺が天然魚は物すごく分かりにくい

というところもあるところでございます。 

 以前、養殖魚のほうの質があまりよくなか
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った頃というのは、もう天然魚との歴然とし

た差がありましたけれども、そういった養殖

魚の品質が上がってきた中で、コンスタント

に出せる養殖魚のほうを確かに好まれている

というところもありますし、料亭とかが厳し

いというところで、天然魚を旅館に直で出さ

れている業者さんというのが量感が止まると

いうことですから、その緊急事態宣言が出た

４月、５月、その旬の時期に重なって、去年

のマダイとかがかなり厳しくなったというと

ころです。 

 取扱いをいろいろ変えるという形で差別化

をするというところがあれば、少し売りに出

せる、何かこう特徴を出していくと、マダイ

という形――例えばマダイというと、どこの

マダイでも同じような形ではなくて、何か取

扱いがちょっと違うとか、何か物語をつけて

いくことで少しずつでも売っていくようなこ

とを考えていきたいというふうに考えている

ところです。 

 以上でございます。 

 

○田代国広委員長 委員の皆さんにお願いい

たします。 

 質疑する場合には、論点を整理されて、手

短にお願いしたいと思います。 

 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 なければ、以上で前半グ

ループの質疑を終了します。 

 それでは、説明員の入替えをいたしますの

で、しばらく休憩いたします。 

  午前11時３分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時６分開議 

○田代国広委員長 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

 まず、後半グループ各課の付託議案につい

て、担当課長から、資料に従い順次説明をお

願いします。 

 なお、執行部からの説明及び質疑応答は、

効率よく進めるため、着座のまま簡潔にお願

いいたします。 

 

○千田政策審議監 団体支援課でございま

す。 

 説明資料の３ページをお願いいたします。 

 ４段目の農業近代化資金等助成費の説明欄

の農業経営負担軽減支援資金助成費及び５段

目の農業信用基金協会出資金の減額につきま

しては、いずれも貸付実績に伴う減額となり

ます。 

 最下段の認定農業者等育成資金助成費の減

額につきましては、説明欄の県低利預託基金

貸付金におきまして、国からの融資枠配分が

要望を下回ったことによるものでございま

す。 

 次の段の債務負担行為の追加につきまして

は、この貸付金を令和３年度当初から実行で

きるよう追加するものでございます。 

 ４ページをお願いいたします。 

 １段目の経営対策資金助成費につきまして

は、説明欄の令和元年度、令和２年３月に知

事専決処分により創設しました新型コロナウ

イルス対策経営安定資金について、当時、一

般財源により予算化し、令和２年度に繰り越

したところですが、その後手当てされた国の

対策臨時交付金を活用するため、改めて予算

を付け替えるものです。 

 ２段目の国庫支出金返納金につきまして

は、説明欄の過去に融資した農業改良資金の

国庫補助金の返納分が予定を下回ったことに

よるものでございます。 

 ６段目の農業共済制度等普及推進費につき

ましては、説明欄のとおり、新規事業で、今

回のコロナ禍による影響や７月豪雨被害を踏

まえ、球磨川流域を中心に、農業保険の加入

促進を行う県農業共済組合への事業費に対す

る助成で、コロナ対策臨時交付金を活用する

ものでございます。 
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 ５ページをお願いいたします。 

 ２段目の林業金融対策費は、説明欄１の林

業振興資金貸付金の貸付実績に伴う減額と、

２の新型コロナウイルス対策経営安定資金

(林業)につきましては、先ほどと同様、国の

コロナ対策臨時交付金を活用した予算の付け

替えでございます。 

 最下段の水産業協同組合指導費につきまし

ては、説明欄１の赤潮特約掛金補助の加入者

の増に伴う増額と、説明欄２の水産団体経営

安定総合対策事業の漁協の合併事例が発生し

なかったことなどに伴う減額、さらに６ペー

ジの１段目、説明欄の３、漁業共済加入促進

支援事業の漁業共済加入者増に伴う増額とい

ったこれらの理由によるものでございます。 

 ２段目の漁業近代化資金融通対策費、ま

た、３段目の金融対策費の説明欄１の漁業経

営維持安定対策事業費、２の資源管理・漁場

改善・浜の活力再生円滑化支援事業は、いず

れも貸付実績に伴う減額でございます。 

 説明欄３の新型コロナウイルス対策経営安

定資金(漁業)につきましては、先ほどの農

業、林業と同様、国のコロナ対策臨時交付金

を活用した予算の付け替えでございます。 

 ７ページを飛ばしまして、８ページをお願

いいたします。 

 林業改善資金特別会計でございます。 

 ３段目の林業・木材産業改善資金貸付金に

つきましては、貸付実績による減額でござい

ます。 

 下から２段目の債務負担行為につきまして

は、木材産業等高度化推進資金を令和３年度

当初から貸付けできるよう設定するものでご

ざいます。 

 ９ページを飛ばしまして、10ページをお願

いいたします。 

 沿岸漁業改善資金特別会計でございます。 

 ２段目の沿岸漁業改善資金貸付金につきま

しても、貸付実績による減額となります。 

 団体支援課は以上でございます。御審議よ

ろしくお願いいたします。 

 

○深川流通アグリビジネス課長 流通アグリ

ビジネス課でございます。 

 11ページをお願いいたします。 

 上から３段目、農産物流通総合対策費の説

明欄を御覧ください。 

 いずれも事業費確定に伴う補正等となって

おります。このうち、３、６次産業化総合支

援強化事業につきましては、６次産業化に伴

う施設整備に係る補助で、約1.6億円の予算

を計上しておりましたが、新型コロナの影響

等で投資規模が縮小されたことなどにより、

約6,200万円の減額補正となっております。 

 下の12ページでございますが、上から２段

目の段、国庫支出金返納金の説明欄１、くま

もとの６次産業化総合対策事業国庫返納金で

ございますが、これは、補助金で整備した野

菜加工施設を民事再生手続により財産処分し

たため、補助事業者から返還された補助金相

当額を国庫に返納するものでございます。 

 なお、裁判所の認可により、返還は10回の

分割払いとなっておりますため、後議で御審

議いただく令和３年度当初予算にも計上する

予定でございます。 

 次に、13ページをお開きください。 

 下から２段目、新しい農業の担い手育成費

の説明欄、企業の農業参入トータルサポート

事業につきましては、農業参入企業の誘致の

ための経費でございますが、県外出張を取り

やめたこと等に伴う旅費等の減額補正となり

ます。 

 流通アグリビジネス課は以上でございま

す。よろしく御審議をお願いいたします。 

 

○酒瀬川農業技術課長 農業技術課でござい

ます。 

 14ページをお願いいたします。 

 最下段の土壌保全対策事業費でございま

す。 
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 主に、説明欄１の環境保全型農業直接支払

事業の事業費確定に伴う減額によるものでご

ざいます。 

 15ページをお願いいたします。 

 債務負担行為の追加でございます。 

 令和３年度当初から継続して業務の委託を

行う必要があるため、熊本型特別栽培農産物

認証業務ほか２つの認証業務委託の債務負担

行為の追加をお願いするものでございます。 

 次のページ、最下段の試験研究費は、説明

欄１の耕種部門試験研究費と、次の17ペー

ジ、２の国立研究開発法人農研機構などの外

部資金委託研究費の受託試験の減少による減

額でございます。 

 農業技術課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いいたします。 

 

○井上農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 19ページをお願いいたします。 

 １段目、農業気象対策事業費、説明欄の

１、阿蘇火山等防災特産対策事業です。 

 ハウスビニールの張り替えなどを実施いた

しました。事業費確定に伴う減でございま

す。 

 ２、園芸産地における事業継続強化対策事

業(Ｒ２経済対策分)です。 

 新規事業で、強靱化対策関連でございま

す。 

 災害に強い園芸産地の形成に必要なハウス

補強や防風ネット等の設置に取り組む助成で

ございます。 

 ２段目、米麦等品質改善対策事業費、説明

欄の麦・大豆等水田農業の生産体制強化事業

(Ｒ２経済対策分)です。 

 新規事業です。水田に作付される麦、大豆

の団地化の推進や新品種への切替えなど、生

産体制強化を行う生産団体などへの助成で

す。 

 下のページ、１段目、野菜振興対策費、説

明欄の２、野菜価格安定対策事業です。 

 野菜価格の安定対策のため、野菜価格が低

下した場合に補給金を交付するための資金造

成を行うものです。 

 本年度の必要資金造成額が確定したことに

伴い、予算の増額とその下の支払い保証に必

要な債務負担限度額の引上げをお願いするも

のです。 

 21ページをお願いいたします。 

 ３段目、生産総合事業費、説明欄の１、強

い農業づくり支援事業です。 

 事業要望に対し、採択箇所が少なかったこ

とによる国庫内示減です。 

 ２、国産農畜産物供給力強靱化対策事業

(Ｒ２経済対策分)です。 

 コロナ対策関連です。大型集出荷施設など

の事業費確定に伴う減です。 

 ３、強い農業づくり支援事業(被災産地施

設支援対策)です。 

 ７月豪雨関連でございます。予定していた

箇所全て他事業を活用されたため、事業費確

定に伴う皆減となりました。 

 ４、産地パワーアップ事業です。 

 機械のリース導入や遮光資材導入などの助

成です。事業確定に伴う減です。 

 次のページの１段目、説明欄の５、産地パ

ワーアップ事業(Ｒ２経済対策分)です。 

 ＴＰＰ等関連です。収益性向上に一体的か

つ計画的に取り組む産地の生産体制強化に向

けた選果場や低コスト耐候性ハウスなどの施

設整備に対する助成です。 

 ２段目、水田営農活性化対策費、説明欄の

３、水田リノベーション事業(Ｒ２経済対策

分)です。 

 新規事業であり、コロナ対策、ＴＰＰ関連

でございます。 

 水田作物の輸出など需要創出、拡大のた

め、野菜の加工製造ラインなどの機械、施設

の整備に対する助成です。 

 最下段、現年共同利用施設災害復旧費、説
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明欄の農業共同利用施設災害復旧事業です。 

 ７月豪雨関連です。予定していた箇所全て

他事業を活用されたため、事業費確定に伴う

皆減となりました。 

 農産園芸課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 

○上村畜産課長 畜産課でございます。 

 23ページをお願いいたします。 

 下から２段目の畜産総合対策事業費でござ

います。 

 説明欄１及び２の畜産クラスター事業は、

今年度の事業費確定に伴い減額を計上するも

のと、国が令和２年度経済対策で予算化した

ことを受けて、県でも予算化をお願いするも

のでございます。 

 最下段の畜産生産基盤総合対策事業費でご

ざいます。 

 説明欄１の家畜改良増殖総合対策事業と２

の畜産経営復旧緊急支援事業は、両事業とも

事業費確定に伴い減額を計上するものでござ

います。 

 下の説明欄５のくまもとの畜産活力向上対

策事業は、新型コロナウイルス感染拡大の影

響を受けた県産畜産物のブランド力向上など

に向けた取組に対する助成でございます。 

 品評会の相次ぐ中止などで低下した生産者

の意欲向上や消費拡大イベント等による県産

畜産物へのファン獲得を目指すもので、国の

コロナ臨時交付金を活用して実施するもので

ございます。 

 中段に債務負担行為の追加もお願いしてお

ります。 

 説明欄の家畜改良増殖総合対策事業は、肉

用牛の種雄牛造成の推進や改良組織の育成強

化を行うもので、４月から業務を委託する必

要があることから債務負担行為を設定するも

のでございます。 

 最下段の畜産経営安定対策事業費でござい

ます。 

 説明欄１の家畜畜産物価格安定対策事業

は、肉用子牛、肉豚及び鶏卵の価格変動によ

る農家の損失を補塡するための基金造成に対

する助成ですが、事業費確定に伴う減額と事

業期間が終了した肉用子牛生産者補給金の無

事戻しによる財源更正でございます。 

 ３の畜産総合対策事業は、共同利用施設整

備を実施する団体等に対し助成するものでご

ざいます。 

 待ち受け予算として確保しておりました

が、本年度は要望がなかったため減額計上し

ております。 

 25ページをお願いします。 

 中段に債務負担行為の追加をお願いしてお

ります。 

 説明欄の畜産経営技術高度化推進事業は、

畜産農家に対して経営技術の総合支援を行う

もので、４月から業務を委託する必要がある

ことから債務負担行為を設定するものでござ

います。 

 最下段の畜産物市場流通戦略対策事業費で

ございます。 

 説明欄４の「くまもと黒毛和牛」トップブ

ランド戦略対策事業は、くまもと黒毛和牛の

認知度向上及びブランド力向上に向けた取組

に対する助成でございます。首都圏等での販

売店拡大や全国的な認知度向上を目指すもの

で、国のコロナ臨時交付金を活用して実施す

るものでございます。 

 26ページ、３段目の家畜保健衛生所整備費

でございます。 

 説明欄の家畜保健衛生所施設整備事業は、

城南家畜保健衛生所の重要備品購入が消費・

安全対策交付金の対象となったことから、国

庫充当により財源更正を行うものでございま

す。 

 下段の家畜衛生・防疫対策事業費でござい

ます。 

 説明欄２の家畜衛生管理指導事業(Ｒ元経

済対策追加分)は、事業費確定に伴い減額を
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計上するものでございます。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○楮本農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 27ページをお願いします。 

 ２段目の農村地域農政総合推進事業費、説

明欄の２つの事業は、農地集積に向けた市町

村や農業公社等の取組に対する助成でござい

ます。農地集積協力金や人・農地プラン策定

事業など、事業費確定に伴う減でございま

す。 

 その下の段、農業委員会等振興助成費は、

農業委員会等の事業推進に対する助成です

が、農業委員や農地利用最適化推進委員の活

動費などの事業費確定に伴う減でございま

す。 

 下のページ、２段目の農業改良普及推進

費、説明欄、農業次世代人材投資事業は、就

農給付金の交付事業でございますが、事業費

確定に伴う減でございます。新規の申請者が

見込みを下回ったことや交付対象者の所得が

基準を超過したため、交付額が減少したこと

などによるものでございます。 

 最下段の農業構造改善事業費ですが、次の

ページ、３までの３つの事業は、担い手の農

業用機械や施設等の導入に対し助成する事業

でございます。 

 28ページ、１の担い手づくり支援交付金事

業は、今年度の通常事業でございますけれど

も、国庫内示減に伴う減額でございます。 

 29ページ、２の強い農業・担い手づくり総

合支援交付金(被災農業者支援型)は、７月豪

雨の復旧事業でございますが、事業費要望の

増加に伴う増額、３の担い手確保・経営強化

支援事業につきましては、国の経済対策に対

応しました新規事業でございます。 

 農地・担い手支援課は以上でございます。 

 

○井上農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 76ページをお願いいたします。 

 報告第４号、一般社団法人熊本県果実生産

出荷安定基金協会の経営状況を説明する書類

の提出についてです。 

 概要を説明いたします。 

 次の77ページをお願いいたします。 

 この法人の設立目的は、１、基本情報、

(1)のとおり、果実の安定的な生産出荷の推

進、果樹農業者の経営の支援事業などを実施

し、本県果樹農業の発展を図ることを目的と

しております。 

 中段下、２、令和元年度決算の概要につい

てです。 

 緊急需給調整特別対策事業などを実施する

公益目的事業会計、法人の管理運営を行う法

人会計に区分しております。 

 まず、事業活動の収支を表す一般正味財産

の当期経常増減額は、(C)欄のとおり、公益

目的事業会計が395万円余の減、法人会計は

487万円余の増です。 

 県の補助金が該当します指定正味財産増減

額については、(K)欄のとおり、公益目的事

業会計が３万円余の増で、法人会計は増減な

しでございます。 

 これにより、正味財産期末残高は、下から

２段目、Ｊ+Ｍ欄の合計のとおり、１億6,420

万円余となり、最下段、Ｈ+Ｋ欄の合計のと

おり、当期正味財産増減額は、96万円の増と

なり、適正に運用されていると考えておりま

す。 

 次ページ、３の事業実績についてです。 

 (1)のア、緊急需給調整特別対策事業は、

ミカンの価格低下時の対策ですが、令和元年

度は販売価格が堅調に推移したことから、事

業が発動されませんでした。これに伴い、補

給金の交付もありませんでした。 

 (2)のア、果樹経営支援対策事業は、優良

品目、品種への転換などを支援する事業で

す。面積合計130ヘクタールで実施され、補
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助金１億6,126万円余が交付されました。 

 また、イ、果樹未収益期間支援事業は、優

良品種への転換や新植した際の未収益期間の

経費を支援するもので、１億7,859万円余が

交付されました。 

 農産園芸課の説明は以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、付託議案について質疑を受

けたいと思います。 

 なお、質疑は、該当する資料のページ番

号、担当課と事業名を述べてからお願いいた

します。 

 それでは、質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 21ページですね。農産園芸

課。 

 強い農業づくり支援事業(被災産地施設支

援対策)ということで、予算24億円が皆減と

いうことで減額されたということで、先ほど

の説明では、何か事業を違う事業に乗り換え

るという話でありましたが、説明を聞いて

て、どれに乗り換えられたのかがよく分から

なかったので、乗り換えられたことで、丸々

24億円分が乗り換えられてるのかとか、どの

事業で乗り換えられたのかということについ

て教えていただければというふうに思いま

す。 

 もう１つありましたね、皆減っていうの

が。 

 それは、22ページの農業共同利用施設災害

復旧事業、７月豪雨分、これ事業費確定に伴

う皆減ということで、これも事業が全くなく

なったわけではないと思いますので、どうい

う乗換えをなさったのか御説明をいただけれ

ばと思います。 

 それともう１つ、すみません、畜産課。 

 いよいよ、この委員会の中でも御指摘させ

ていただきましたけれども、25ページ、最下

段、マル新の「くまもと黒毛和牛」トップブ

ランド戦略対策事業ということで450万円組

んでいただいておりますが、県内の黒毛和牛

の一つのブランド化ということで、先ほど魚

の話もありましたけれども、せっかくたくさ

んつくられて、いい牛ができているのに、な

かなかブランドがたくさんあり過ぎて、それ

を統一ブランドにするのが難しいという話で

ありましたが、今回この予算が組まれており

ますけれども、具体的にどういう形ができた

のかを教えていただければありがたいと。簡

単で結構ですので、よろしくお願いします。 

 以上です。 

 

○井上農産園芸課長 農産園芸課でございま

す。 

 まず、強い農業づくり支援事業の被災産地

施設支援対策ですが、これにつきまして、２

つとも事業は組んで――需要額も調査し、準

備を進めてまいりましたが、まず、なりわい

再建支援補助金、この事業が全部該当すると

いうことになりましたので、こちらが４分の

３の事業でございました。それで、強い農業

づくり支援事業は、県上乗せで６割なもので

すから、そちらの事業が有利ということで、

皆様そちらの方を選択されたと。 

 ただ、少額な施設もありました。調べてみ

ると、建物全部を改築しなきゃいけないとい

うような話だったんですが、いざいざやって

みると、中の改修だけで済むとか機械の入替

え一部だけで済むというような話でありまし

たので、そういうものは保険に入っておられ

ますと、その保険を活用されるとかそういう

形で、全て予定で上がってきた分は、いろい

ろ――なりわい補助金がもうメインなんです

けれども、その少額のほうは保険とかを活用

されて皆さん事業をなさったので、２事業と

も今回活用がなかったということでございま

す。 
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○上村畜産課長 令和２年６月から県内の牛

肉銘柄を持つ団体や企業と調整を行いまし

た。畜産関係団体や企業畜産等で構成するく

まもと黒毛和牛のブランド力向上に向けた検

討会を８月に立ち上げました。それ以降４回

の検討会をしまして、あと、銘柄を持つ組織

等にも働きかけを行いました。 

 結果として、県内に存在する10銘柄を結束

しまして、オール熊本で認知度向上に取り組

んでいこうということ、それともう１つ、統

一ブランド、くまもと黒毛和牛の新ロゴマー

クをつくって売り込んでいきましょうという

ことまで合意ができました。ですので、予定

としまして、３月19日ですけれども、県庁地

下大会議室で発表イベントを開催することと

して今準備を進めております。 

 先ほどの新規事業につきましては、それを

スタートとして、令和３年度から首都圏等に

売っていこうと思っております。 

 

○前川收委員 皆減でちょっと心配したんで

すけれども、なりわい補助金をお使いいただ

くことがほとんどだということで、予算とし

ては、じゃあ商工労働部のほうに予算が行っ

たということで、代替の予算がここに出てな

いのは、当たり前っちゃ当たり前でしょうけ

れども、よく分かりました。はい。 

 ちょっと心配したのは、途中でもう諦めら

れて、やめたということなのかなと思ったも

のですから、そうやってちゃんと手当てがで

きていると、より有利な形でやっていただい

ているということであれば、結構でございま

す。ありがとうございました。 

 それから、くまもと黒毛和牛というブラン

ド名で10銘柄全部集まったというお話ござい

ましたね。ぜひ、そうやって、これから先、

もちろん下にはもともとのブランド名もつく

という話は伺っておりますけれども、将来的

には、くまもと黒毛和牛ということで、どん

どん――まあ少しずつでしょうけれども、統

一されていったほうが、それぞれの生産者に

とってプラスになるという戦略をやっぱりず

っと今後も続けていっていただければという

ふうに思いますので、しっかり頑張ってくだ

さい。 

 以上です。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○池永幸生委員 まず、後ろから行きます

が、78ページですね。 

 いろんな事業をやって、イのところですけ

れども、やはりこの経営農家、果樹、小さい

店ですけれどやってて、今熊本で取れる物す

ごい有名なのが、やっぱりイチゴとデコポン

ではなかろうかなと。そういったこの事業に

対してどのような説明をされているのかと。 

もう１つ、20ページですね。 

 野菜の価格安定。やっぱり本当聞くと、農

家の方たちが、作物が植わったやつを耕さな

ければならないような低価でおられる。やは

りこういったこともやっておられるならば、

いろんな手だて、いろんな指導によって、ま

た、いろんな販路先を見つけることによっ

て、もっと安定した価格ができるのではなか

ろうかと思いますけれども、いかがでしょう

か。 

 

○井上農産園芸課長 78ページの果樹未収益

期間支援事業とか果樹経営支援対策事業、ま

さにデコポンもそうですけれども、かんきつ

の需要が、非常に樹勢が落ちて、品目が落ち

ていったり、いい品質に変えたり、あるいは

それを伐採して植え替えるといったときに、

どうしても未収益期間が出てしまいますの

で、そういう期間をしっかり、この(2)の一

般補助事業のアとイの事業で、農家の方をサ

ポートするということで、よりよい果実が取

れる、いい品質の果実が取れる、先生がおっ

しゃったとおりで言えば、デコポンは、「肥
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の豊」という新しい品種とかがありますの

で、そういうものに転換していただかなきゃ

いけない。そういうとき、この事業を活用し

ていただけるということになっております。 

 それから、20ページの野菜価格安定対策に

つきましては、確かにいいものを作って売る

ときに、どうしても乱高下がございます。需

要と供給のバランスが一時的に崩れまして、

価格が下落するときがございます。 

 こういうとき、非常に、この事業を使いま

して、価格が下落した場合のその分の収入を

補塡するということになっておりまして、こ

れ、セーフティーネットの分なんです。 

 そのほかに、ほかの事業を活用しまして、

需要喚起対策であるとか、品質向上対策を打

ちまして、一体となって野菜の高品質で、そ

して売れるものを作ります。 

 ただ、どうしても下落する場合に、この事

業がセーフティーネットとして働くというこ

とです。それだけ野菜の場合は取れて足が早

いものですから、腐れてしまうので、そうい

うものに対しての手だてをしっかりしている

ということが、この事業を活用しているとい

うことでございます。 

 

○池永幸生委員 畑ではその状態の野菜があ

るんですね。だけど、お店に寄ったらやっぱ

りもう買いたいニーズがあるんですね。その

ギャップをどういった形かで埋めることはで

きないかなと思うんですよ。例えば、捨てて

しまうような白菜でも、お店に持ってこられ

たら100円、150円で売れるんですよね。それ

の情報をつかむ、そして安定感を持たせると

いうのは可能ではなかろうかなと思うんです

けれども。 

 

○井上農産園芸課長 どうしても、野菜の場

合は、一時的に気候が、例えば、今年の11月

の下旬ぐらい暖かくなってしまいました。あ

の時期になりますと、白菜とかキャベツが一

気に大きくなってしまって、非常にいいもの

なんですけれども、これが市場に流れ込みま

すと、市場ではもう受けこなせない、いわゆ

る消費者ももう食べこなせないぐらいの量に

なってしまいますので、そうなると非常にも

う厳しいんですね。 

 ですから、そういう出荷体制の安定対策み

たいなのも、やっぱり区分しながら、皆さん

少しずつ作期をずらしながら作ってはいるん

ですけれども、特に露地野菜の場合は、一回

暖かくなることで、この間みたいに１週間

分、２週間分、前に倒れますので、その分非

常に厳しくなりますので、そのとき、やっぱ

りこういう安定対策を取らざるを得ぬという

ことで、普通は、先生おっしゃるとおり、作

期をずらしながら、きちっと需要と供給に合

わせた作型してるんですけれども、いかんせ

んやっぱり天候に左右されますので、そうい

うときは、致し方ありませんけれどもという

ことです。ただ、その予測はしてまして、ス

ーパーあたりとも話はしてありますが、どう

しても一時的に増えるときがあるということ

でございます。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○ 田大造委員 ３点ございます。 

 まず、19ページの新規事業で、麦・大豆等

水田農業の生産体制強化事業、これ新規事業

になっていますが、これまでも、麦、大豆、

いろんな事業をやってきたと思うんですが、

新規事業として、これまでの施策とどこが違

うのか教えてください。 

 次ですね、20ページの下段の花卉の支援事

業なんですが、コロナで花が売れないって県

もいろいろアピールしてきたと思うんです

が、生産農家が困っているのに、事業費がも

ともと少ない中で、また減額ということなん

ですが、これ大丈夫なのかなというふうに率

直に思っちゃうんですが、その辺どうなって
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るのか教えてください。 

 あと、最後１点ですね。 

 22ページ、これも新規事業でして、水田リ

ノベーション事業ってちょっと何なのかなっ

てよく分からないんですが、水田の作物で想

像するのはレンコンなのかなとか思ってしま

うんですが、中国から安いレンコンが入って

きた場合、その辺の事情、ちょっとどうなっ

てるのか教えてください。 

 

○井上農産園芸課長 まず、麦・大豆等水田

農業の生産体制強化対策事業ですが、これま

では、これ、水田に作付される麦、大豆の団

地化を進めようと。背景として、やはり麦、

大豆は、非常に国産需要は高いんです。国内

の産地をつくってくれという、生産者側とい

うより、需要者側というか、消費者側が国産

のものを求められるという傾向がありますの

で、それを進めるための団地化であるとか、

あるいは新品種への切替え、こういうものを

進めたいということになってまして、これに

特化した、今回、事業組みを急ぎやらなきゃ

いけないもんですから、国が補正をかけてや

っていただけるということですので、それに

手を挙げるという形になります。 

 続きまして、20ページのくまもとの花ステ

ップアップ事業ですが、これおっしゃるとお

り、今花は非常に価格が低迷しておりまし

て、それにつきましては、花の装飾展示を行

ったり、いろいろこう我々も支援している最

中なんですけれども、この事業、これだけで

はなくて、中にハードの施設、例えば冷蔵庫

であるとか、そういうものの支援をするとい

う事業も入っております。そういうものは、

今非常に逆に厳しい経営環境に置かれてます

ので、手を挙げられた方が手を下ろされたと

いうようなこともございますので、その分が

ここに減額になったということでございま

す。 

 続きまして、水田リノベーション事業、こ

れは、輸出を進めようということで国がお考

えになっている事業でございまして、水田作

物ですので、熊本県、水田にトマトでもナス

でも何でも作ってありますので、水田に植わ

っていれば何でもいいということでございま

す。 

 その中で、例えば、今野菜が、やはり国産

野菜が求められていたりしますので、野菜の

加工ラインの整備などについて、この事業で

できるということで、今回進んでいくという

ことでございます。 

 以上でございます。 

 

○ 田大造委員 了解しました。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 なければ、以上で質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから本委員会に付託さ

れました議案第１号、第８号、第９号、第26

号及び第28号から第31号までについて、一括

して採決したいと思いますが、御異議ありま

せんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 異議なしと認め、一括し

て採決いたします。 

 議案第１号外７件について、原案のとおり

可決することに御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外７件は、原案のとおり

可決することに決定いたしました。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申出が３件あっておりま

す。 

 まず、報告について、執行部の説明を求め

た後、質疑を受けたいと思います。 

 それでは、順次報告をお願いします。 

 なお、本日は、先議の委員会でありますの

で、説明は要領よく簡潔にお願いいたしま

す。 
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○渡邉農林水産政策課長 農林水産政策課で

ございます。 

 農林水産常任委員会報告資料、①新型コロ

ナウイルス感染症拡大による農林水産物への

影響について御説明させていただきます。 

 １ページを御覧ください。 

 冒頭の部長の総括説明にもございましたと

おり、昨年末の11月から12月の２か月間で、

養殖魚や花卉等の県産農林水産物において、

約7.3億円の需要減少が生じています。 

前回試算を行った10月までの影響と合わせ

て、令和２年の１年間で、その影響額は、総

額111.2億円となります。 

 ２ページ、３ページを御覧ください。 

 これらの影響に対しまして、これまで、品

目ごとに、きめ細やかに、かつ切れ目なく、

生産流通対策や消費喚起策を講じてきたとこ

ろであり、農林漁業者に対する支援策につい

て、関係団体を通じて周知、活用促進を図る

とともに、県庁ホームページに支援策一覧と

して掲載、随時更新しております。あわせ

て、価格が低下した際に、生産者に価格差補

給金を交付する価格安定制度も品目ごとに取

りそろえられております。 

 ４ページを御覧ください。 

 その他、県独自の金融支援制度や持続化給

付金、経営継続補助金等の国の支援制度も積

極的にＰＲし、農林漁業者に対し活用を促し

てきました。 

 本日２月補正として計上させていただいた

施策以外でも、下から３段目の事業継続・再

開支援一時金事業のような県事業や最下段の

国産農林水産物等販路多様化緊急対策事業の

ような国の直接採択事業等も周知を図ってま

いります。 

 農林水産政策課は以上でございます。 

 

○千田政策審議監 団体支援課でございま

す。 

 その他報告事項の②について説明させてい

ただきます。 

 １枚めくっていただいて、本２月定例会に

先議分の議案第24号として、商工労働部から

熊本県新型コロナウイルス感染症対応金融支

援基金条例の制定について提案してあります

が、当農林水産部も関連がございますので説

明させていただきます。 

 １枚めくっていただいて、条例案の概要に

なります。 

 国の交付金であります新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金は、使途とし

て、例外的に保証料補助や利子補給について

基金の積立てが認められています。 

 本条例は、影響を受けた中小企業者及び農

林漁業者の資金繰りを支援するため、国のコ

ロナ対策臨時交付金を活用し基金を設置及び

運営に必要な事項を定めるものでございま

す。 

施行期日は、公布の日としています。 

 なお、２月補正予算において、下の枠内に

ありますように、当基金積立額43億円余を商

工労働部から提案していますが、うち5,500

万円が農林水産部の所管のコロナ対策資金の

今後の利子補給、保証料補助に係る部分とな

っております。 

 団体支援課は以上でございます。 

 

○楮本農地・担い手支援課長 農地・担い手

支援課でございます。 

 その他報告事項、③新規就農者の状況につ

いてでございます。 

 ページを開いていただいて、１ページでご

ざいます。 

 今回の調査期間は、令和元年５月から令和

２年４月までの期間でございます。 

 全体の概要でございますが、新規就農者は

431人で、前期から３人増加しました。就農

形態別では、新規学卒者、Ｕターンが増加し

ており、また、新規参入者は減少しておりま



第７回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（令和３年２月25日) 

 - 27 - 

す。 

 ３者の合計、新規自営就農者でございます

が、グラフのグレーの部分でございます。 

 10人増加をいたしまして、251人でござい

ました。一方、法人等への新規雇用就農者で

ございますが、７人減少し、180人となりま

した。 

 全体として増加はしておりますけれども、

低調な結果となりました要因としましては、

今回の調査期間は、まだ景気がよくて、就職

環境が好調な時期でございました。ほかの産

業との競合状態にあったというものと分析を

しております。 

 下のページでございます。 

 年齢別の状況でございますが、20代が163

人と最も多く、次いで30代の127人、10代を

含め39歳までで全体の４分の３を占めており

ます。 

 就農形態別に見ますと、新規学卒者は、20

代で多く、Ｕターン就農者は、30代、新規参

入、新規雇用は、20代、30代で多くなってお

ります。 

 次に、３ページでございます。 

 地域別の状況でございますが、菊池地域が

新規雇用就農者を中心に74人と最も多く、次

いで熊本、八代の順となってございます。 

 下の４ページでございます。 

 部門別でございますけれども、施設野菜が

新規自営就農を中心に128人と最も多く、次

いで畜産となっている状況にございます。畜

産は、新規雇用の割合が多くなってございま

す。 

 次、５ページでございます。 

 農業次世代人材投資事業の活用状況でござ

いますが、交付対象となります50歳未満

230人のうち、46％の106人が交付を受けてお

ります。 

 なお、参考に示しておりますけれども、令

和元年度の交付実績は、引き続き全国トップ

となっている状況にございます。 

 下の６ページでございます。 

 新規就農者の定着状況でございますが、表

の右端に、就農５年目までの離農率について

記載をしております。 

前回よりも0.6ポイント上昇し、3.2％とな

ってございます。非農家出身者の新規参入就

農者のほうが若干高い結果となっております

けれども、農家出身と同様に定着している状

況にございます。 

 新規就農者の概要は以上でございますが、

実は、今年度は、新型コロナ等によりまし

て、就農相談者が昨年度の2.4倍となってい

る状況にございます。引き続き、新規就農者

対策にしっかりと取り組んでまいります。 

 報告は以上でございます。 

 

○田代国広委員長 以上で執行部の報告が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 報告の１番の新型コロナウイ

ルス感染症拡大による農林水産物への影響に

ついてということで、しっかり品目ごとに影

響状況をまとめていただいておりまして、あ

りがたく思っております。いろんな手当てを

ずっとやってきていただいておりますけれど

も、最終的に、実施中のもの、終了したも

の、それぞれあります。 

 ぜひ、これお願いでありますけれども、今

からコロナがどう動いていくかというのはよ

く分からないと思いますし、若干コロナの状

況とそれから経済状況がずれながら来るとい

うこともあるのかもしれません。県内の農家

の実態をしっかり目をみはっていただきなが

ら、適宜適切な手当てをしっかりとやってい

ただきたいなというふうに思っております

し、期待もいたしております。 

 そこででありますが、説明資料の一番最後

の紙の事業継続・再開支援一時金事業、これ

は、国の事業では、国がやってくれる、いわ
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ゆる休業手当をもらえない産業の中で、50％

以上の減収があった皆さんに、個人で20万円

以内、法人で40万円以内という一時金が出さ

れるという事業であります。 

 なかなか、ずっとこの説明を聞いてても、

50％というのは半減ですから、農家にとって

半減したというところはあまりないんじゃな

いかなというふうに思ってまして、一般産業

とは少し違うんじゃないかなと思っていま

す。利用があればいいんでしょうけれども、

例えば、影響が45％でしたとか３割減だった

といっても、50％になってないと、それはこ

の事業は使えないわけであります。でも、こ

れは国の基準で他の産業とも同じように横並

びになっているので、50％というのが外せな

い、変えられない、簡単には変えられないと

いうふうに思いますが、そういう状態になっ

たときは、やっぱりこれは別メニューかなん

かでも考えていただいて、これに全部乗せて

いくということは多分厳しいだろうと思いま

すけれども、農家の実態がとても厳しい場合

には、これ以外のメニューも少し考えていた

だければという、これはお願いベースの話で

ありますので、ぜひ、もしお考えがあればよ

ろしくお願いしたいと思います。 

 それから、報告の３番の新規就農者の状況

についてですけれども、やっぱりコロナの状

況というのは、産業形態とか我々の考え方そ

のものも少し変化が出ているということで、

先ほど御報告があったとおり、今年はとても

相談者の数が多いということで、ある面では

チャンスというんですかね、農家をしっかり

育てていくチャンスだなというふうに受け止

めております。 

 ただ、ずっと一生懸命努力をして、国内ト

ップクラスの新規就農者の数をずっと維持し

ていただいておりますが、全国トップクラス

の熊本であっても、このままいけば、大体農

家の数って、10年後、20年後どうなるんだろ

うと。多分統計ぐらいはつくってらっしゃる

というふうに思います。で、その統計結果が

どうであれ、その数、今の数がもっと増えた

ほうがいいんでしょうけど、今の数を維持し

ていくためには、１年当たりどのくらい新規

就農者が増えていかないと、入ってこないと

維持できないのか、その数字がもし分かれば

教えていただければと思います。 

 

○楮本農地・担い手支援課長 大変ちょっと

難しい御質問でございました。 

 昨年度末だったと思いますけれども、農業

センサスが公表になりまして、委員がおっし

ゃるとおり、熊本県は、非常に、北海道に次

ぐぐらいの後継者が残っている状況にござい

ます。 

 ただ、一方では、そう言いながらも、やは

り非常に厳しい状況ということでございまし

て、平均年齢も今65歳程度になっております

し、60歳以上というのは６割ぐらいだったか

と、すみません、もし間違ってたらあれなん

ですけれども、そのぐらいだったというふう

に記憶をしております。 

 そういう中で、どうすればということでご

ざいますが、今年から取り組んでおります経

営継承事業あたりでしっかり農家の資産とい

うのを引き継ぎながら、熊本の農業をしっか

り守っていくというような取組をしていると

ころでございますが、実際どのくらいという

中で、私たちがちょっと数字として持ってま

すのは、一応、認定農業者、法人の皆様方

々、現在１万人ちょっといらっしゃいますの

で、そういう方々が中心になって、今熊本の

農業を回しているのかなというふうに思って

おります。 

 そういう方々について、雇用だとか、従業

員、ほかの人が必要な場合は、外国人も含め

てですけれども、そういう体制でやっていく

中で、認定農業者、法人の１万人を確保すれ

ばどうにかなるのかなというふうに考えてお

ります。 
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 そうした場合に、平均で40年サイクルとし

たときに、年間、独立就農される方で、一応

300人としますと、40年間で１万2,000人ぐら

いになりますので、基本300人は少なくとも

確保していく必要があるのかなというふうに

考えております。 

 農業計画の中でも、一応、認定農業者１万

人というのをきちっと明記しておりますの

で、当面はそれをきちっと確保できるように

取組を進めてまいりたいというふうに考えて

おります。 

 

○前川收委員 そういった全体的な数の把握

もなされながら、この新規就農者を増やして

いくという計画をつくっていただいていると

いうことで、少し安心をいたしました。 

 もちろん、職業選択は、我が国においては

自由でありますから、どなたがどの仕事を選

ぼうと、それはもう完全に憲法上自由になっ

ているわけでありますからいいわけでありま

すが、おっしゃったとおり、しっかり農家の

数を維持していくということは、食料安全保

障という前提においても非常に大事なことで

ありますし、その１万人規模が妥当かどうか

ちょっと私も分かりませんけれども、そうい

った農業者の数を維持していくというため

に、年々、毎年毎年、もちろん離農される方

もいらっしゃるわけでありますし、御高齢で

やめられる方もいらっしゃるわけですから、

そのサイクルをしっかりと分析してもらいな

がら、高齢化率もとても高いわけであります

ので、その高齢化率も含めて、例えば、10年

後一遍に70歳、70何人がぼんとやめるとか、

何かこういう波が、今その年齢構成だけで言

えばですよ、ずっと右に動いていけば、高齢

者になれば、その６割の65歳以上の方が、10

年経ったら75歳、15年経ったら80歳と、この

方たちがやめると、さっきの１万人がどんと

減るという話にもなるのかもしれないなとい

うふうに思いますので、どうぞ詳細に分析し

ていただきながら、その数字どおりにはなら

ないとは思いますが、そういった目標設定を

していただいて、その目標を達成するために

は、どういう政策が必要かということも掘り

下げていただきながら、ぜひ新規就農者数を

減らさないように――なぜ新規就農者が必要

かということの理屈も言わないと、そういう

全体構図になってるんだということも誰も知

らないままで話をしてたら、なかなか前に進

まないと思いますので、よろしくお願いしま

す。答弁は要りません。 

 以上です。 

 

○竹内農林水産部長 新型コロナウイルス感

染症への対応につきましては、県議会の御協

力等もいただきながら、これまで現場とも意

見交換をしながら、こういった制度をつくら

せていただいてきているところです。 

 また、今回お示しさせていただいておりま

すけれども、先ほど前川委員のほうからあり

ましたように、食料安全保障の観点からも、

価格補塡制度というのが仕組みとして制度化

されています。このあたりは商工なんかとは

ちょっと違う状態にあります。 

 そういったことも含めまして、本県を支え

る基幹産業としての農林水産業が、継続的に

コロナに負けずに行けるように、現状、地域

との、生産者との意見交換であったり、ある

いは市場の動向を常に注視しているところで

す。そういったのを含めて、こういった影響

額というのを出させていただいております。 

 今後、その産業として非常に大変な状況に

なった場合には、そこの状態に応じて、商工

のこの制度に全て乗るんでなくて、農林水産

関係の制度についてもしっかり考えていける

ように、今市場の動向等もしっかり見ている

ところでございます。決してもうここだけで

ということで考えているわけではございませ

んので、引き続きしっかりと取り組んでいき

たいと思います。 
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 以上です。 

 

○前川收委員 お願いします。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

 

○ 田大造委員 すみません、１点基礎的な

ことを教えてほしいんですが、この新規就農

者に関してなんですが、２年前に法改正し

て、農業分野にも、外国人労働者、単純労働

として働けるようになってますけれども、こ

の数字の中には外国人も含んでなんでしょう

か。その辺を教えてください。 

 

○楮本農地・担い手支援課長 この中には外

国人は含まれておりません。 

 基本的に、この中で出ておりますのは、新

規学卒、Ｕターンというのは分かりますけれ

ども、新規就農者は、農家以外からの方々が

農業に参入されるだとか、農家出身者でも、

実家の経営とは別に独立をされる方々という

ことでございますし、新規雇用につきまして

は、法人に雇用される方々ということで定義

づけて調査をさせていただいております。外

国人の方々については、この中では現在のと

ころは含まれてないという状況でございま

す。 

 

○田代国広委員長 ほかにありませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 次に、その他に入りますが、今定例会にお

いては、３月に後議分の委員会もありますの

で、本日は、急を要する案件についてのみ質

疑をお願いしたいと思います。 

 また、本日は、出席職員が限定されており

ますので、この場でお答えできない場合につ

いては、後日回答させていただきます。 

 それでは、委員から何かございませんか。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○田代国広委員長 なければ、以上で本日の

議題は全て終了いたしました。 

 最後に、陳情・要望等が１件提出されてお

ります。参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 それでは、これをもちまして第７回農林水

産常任委員会を閉会いたします。 

  午後０時３分閉会 
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